
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年６月より国土交通省港湾局が事務局となり、横浜港をモデルケースとして船舶へ

のＬＮＧ燃料供給拠点の整備に関する検討会を開催してまいりました。 

このたび、本日 12 月 20 日に第７回横浜港ＬＮＧバンカリング拠点整備方策検討会が

開催され、整備方策が公表されました。このことについて、別添資料により国土交通省

港湾局が記者発表を行いましたので、情報提供させていただきます。 

本市及び横浜川崎国際港湾㈱も検討会に参画してまいりました。今後も国や事業者の

方々と連携し、横浜港をＬＮＧ供給拠点とすることで、主に北米基幹航路の寄港を促し、

東アジアのハブポートとしての復権を目指します。 

 

 

 

 

 

 

           

 

 

 

 

お問合せ先 

港湾局政策調整課担当課長     林   総  Tel 045-671-7373 

横浜川崎国際港湾株式会社企画課長 瀬下 英朗 Tel 045-680-6582 

平成 2 8 年 1 2 月 2 0 日 
港 湾 局 政 策 調 整 課 
横浜川崎国際港湾株式会社 

横 浜 市 情 報 提 供 資 料 

 



平成２８年１２月２０日

港湾局国際コンテナ戦略港湾政策推進室

横浜港ＬＮＧバンカリング拠点整備方策検討会の

とりまとめを公表しました

国土交通省港湾局では、本年６月に「横浜港ＬＮＧバンカリング※拠点

整備方策検討会」を設置し、横浜港をモデルケースとしてＬＮＧバンカリ

ング拠点の整備方策について検討してまいりました。

本日、整備方策がとりまとまりましたので、公表いたしました。

※ＬＮＧバンカリング拠点：港湾において船舶の燃料としてＬＮＧ（液化天然ガス）

を供給する拠点

船舶の排出ガスへの国際的な規制の強化が 2020 年に開始されることが決まり、排出ガスが
クリーンなＬＮＧ燃料船の普及が見込まれています。こうしたＬＮＧ燃料船の普及に対応す

るため、ＬＮＧバンカリング拠点を我が国港湾に整備し、その機能を高めていくことが重要

です。

国土交通省港湾局が事務局となり本年６月に設置した横浜港ＬＮＧバンカリング拠点整備

方策検討会では、横浜港をモデルケースとしてＬＮＧバンカリング拠点の整備方策について

検討を重ねてまいりました。本日、整備方策がとりまとまりましたので、国土交通省ホーム

ページにて公表いたしました。

国土交通省港湾局では、引き続き関係行政機関及び関係民間事業者と協力し、ＬＮＧ燃料

船への対応等を通じて我が国港湾の国際競争力向上に努めてまいります。

【開催経緯】 【構成員】

第１回 平成２８年 ６月 ９日 東京ガス株式会社

第２回 平成２８年 ７月１４日 日本郵船株式会社

第３回 平成２８年 ８月２４日 横浜川崎国際港湾株式会社

第４回 平成２８年 ９月２６日 横浜市

第５回 平成２８年１０月２４日 経済産業省 資源エネルギー庁

第６回 平成２８年１１月３０日 国土交通省 港湾局（事務局）

第７回 平成２８年１２月２０日 海事局

海上保安庁

【オブザーバー】

経済産業省 商務流通保安グループ

国土交通省 関東地方整備局

《添付資料》横浜港ＬＮＧバンカリング拠点整備方策検討会とりまとめ概要版

《参 考》とりまとめ掲載ページ http://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_tk2_000030.html

（連絡先） 国土交通省港湾局国際コンテナ戦略港湾政策推進室
石原、鈴木、今泉 03-5253-8111 （内線） 46812、 46854、 46855

03-5253-8628 （直通）
03-5253-8937 （FAX）

横浜市 同時発表



横浜港ＬＮＧバンカリング拠点整備方策検討会とりまとめ【概要版】
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【構成員】
東京ガス株式会社
日本郵船株式会社
横浜川崎国際港湾株式会社
横浜市
経済産業省 資源エネルギー庁
国土交通省 港湾局（事務局）

海事局
海上保安庁

（ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ）
経済産業省 商務流通保安グループ
国土交通省 関東地方整備局

第１回：平成２８年６月９日（木）
関係者のこれまでの取組状況

第２回：平成２８年７月１４日（木）
課題の整理・解決の方向性

第３回：平成２８年８月２４日（水）
コスト・需要の検討

第４回：平成２８年９月２６日（月）
事業採算性の検討

第５回：平成２８年１０月２４日（月）
事業採算性の改善方策
とりまとめの方向性

第６回：平成２８年１１月３０日（水）
とりまとめ案の検討

第７回：平成２８年１２月２０日（火）
とりまとめ

【開催実績】

東京湾内のＬＮＧ基地

【既存インフラの充実】
港湾に近接してＬＮＧ基地が多数立地、既存施設の利用により供給コスト
の低減が可能。

【ＬＮＧ燃料船の運航・ＬＮＧバンカリングの実施】
2015年8月からＬＮＧ燃料船「魁」を運航し、
Truck to Shipバンカリングによるノウハウ蓄積。

【地理的特性・国際コンテナ戦略港湾としての
位置づけ】
太平洋側に位置し、北米航路等のアジア側の
最初または最後のバンカリング拠点となる。
国際コンテナ戦略港湾として拠点化を推進、
コンテナ船、自動車船、クルーズ船等の寄港が多数。

【目的】

我が国にＬＮＧバンカリング拠点を形成
するため、横浜港をモデルケースとして、
ＬＮＧバンカリング拠点の整備に関する
検討を行う。

平成28年10月5日（水）覚書署名平成28年9月28日（水）日・星首脳会談

ＬＮＧバンカリング拠点の整備に
向けた両国間の協力を推進。

【日・シンガポール首脳会談】

ＬＮＧバンカリング推進に向けて7カ国
8者の港湾当局間で覚書を締結。

【国際ＭＯＵ（覚書）の締結】

※石油を100としたときの相対値。

ＬＮＧバンカリング拠点としての横浜港の優位性

国際的な船舶の排出ガス規制・ＬＮＧの環境優位性

ＬＮＧバンカリングを巡るトピックス

横浜港LNGバンカリング拠点整備方策検討会

※ 特別海域（ＥＣＡ）は北海・バルト海、北米沿岸及び北米カリブ海。

日本を含む一般海域におけるＳＯＸ規制が2020年から開始。



横浜港ＬＮＧバンカリング拠点整備方策検討会とりまとめ【概要版】

PhaseⅠ
現在

PhaseⅡ
2020年

事業費
約60億円

「Truck to Ship」バンカリングの効率化

ＬＮＧ燃料船「魁」

ＬＮＧタンクローリー

ＬＮＧタンクローリーからＬＮＧ燃料
船へのバンカリングをより円滑かつ
効率的に実施（横浜港新港地区）
⇒平成28年11月からＬＮＧタンク
ローリーの近接による効率化を実現

Truck to Shipバンカリング

「Ship to Ship」バンカリングの導入

袖ケ浦基地※を拠点として、
ＬＮＧバンカリング船を導入し、
コンテナ船やクルーズ船等の
大型のＬＮＧ燃料船へのバンカ
リングに対応。

コンテナ船へのＬＮＧバンカリング（イメージ）

クルーズ船へのＬＮＧバンカリング（イメージ）

【必要となるインフラ】
・バンカリング船の建造
・袖ケ浦基地の出荷施設の改修

※ＬＮＧバンカリング船に対応した施設を
既に有する。

事業費
約100億円

PhaseⅢ
需要

拡大後

「Ship to Ship」バンカリングの強化

横浜港内のＬＮＧ基地を拠点として、バンカリング体制の強化。

【必要となるインフラ】
・桟橋等のＬＮＧ出荷施設の整備
・バンカリング船の建造（2隻目）

既存船のＬＮＧ燃料化は困難であり、新たに建造されるＬＮＧ燃料船の導入
に伴い、需要は緩やかに増加する見込み。

ＬＮＧ燃料へ
の転換割合

年間需要量

5% 9～25万トン

10% 18～50万トン

20% 36～100万トン

京浜主要港
における

ＬＮＧ燃料の
需要見込み

ＬＮＧ燃料
への転換率

の予測

時期 ＬＮＧ燃料へ
の転換割合

2025～2030年 5%～27%

拠点形成に向けたロードマップ 需要見込み

実現に向けて必要な取組

PhaseⅡ開始（2020年）までに必要な事業費（約60億円）を回収するために
は、年間10万トン～15万トンの需要が必要になる。初期段階においては
需要が限られていることから、ＬＮＧバンカリング拠点を形成するためには
実現に向けた取組が必要。

事業採算性

・ＬＮＧ燃料船に対する
インセンティブの付与

・船社へのセールス

・行政による
立ち上げ支援

・低コストな供給方策
・競争力の

あるＬＮＧ
価格の実現

・海外との連携

・国有作業船の
ＬＮＧ燃料化

・規格の統一
・新技術の普及

・安全基準、安全対策
・関係法令上の取扱い

供給体制
安価かつ効率的な供給体制
の早期実現

制度・国際連携
必要な諸制度を整備し、国際的なＬＮＧ
燃料供給ネットワークの構築に貢献

需要創出

ＬＮＧ燃料船の横浜港利用を促進

国・横浜市・横浜川崎国際港湾(株)・事業者により一体的に推進根岸ＬＮＧ基地からの出荷（イメージ）
横浜港ＬＮＧ
バンカリングエリア

※国際的な調査機関調べ


